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財政審分科会の
能登地震復興集
約化提起
• ⼈⼝減少局⾯に

ある能登復興で
は費⽤対効果を
考慮
➡ 集約的まちづ
くりとインフラ
コンパクト化を

• 東⽇本⼤震災復
興における区画
整理事業の⼟地
利⽤効率の低さ
をやりだまに

財政制度審議会財政制度分科会資料，2024年４⽉９⽇，p32



財政審分科会
が恐るクラウ
ディングアウ
ト
建設業の供給⼒不⾜
＝建設技能者数の持
続的減少傾向
増加する建設投資
※ 補正で上乗せされ
る公共事業関係費
➡ ⼤震災復興を契機
に急騰する公共⼯事
労務単価

財政制度審議会財政制度分科会資料，2024年４⽉９⽇，p35

⺠間投資を圧迫する
クラウディングアウ
トの懸念

東⽇本⼤震災復興の過剰復興を根拠とする
能登地震復興への財政制約に正当性はあるのか？
• 特に宮城県が巨⼤⼟⽊事業に邁進し過剰復興が進展したことは事実 ➡  被災者・被災地

視点からも批判的検証の対象。
• ただし，それを招来させたのは国の復興制度設計

• 復興７原則「被災地域の復興なくして⽇本経済の再⽣はない。⽇本経済の再⽣なくして被災地域
の真の復興はない」（原則5）➡ 復興事業費の流⽤，国家レベルでの惨事便乗に道を開いた。

※ 復興基本法第1条「東⽇本⼤震災からの復興の円滑かつ迅速な推進と活⼒ある⽇本の再⽣を図ることを⽬的」
• 被害額の過剰な⾒積もり（16.9兆円。阪神・淡路の1.7倍）
＝ 復興財源フレーム：当初５年間に少なくとも19兆円，10年間で23兆円（復興基本⽅針）
➡ 国丸抱えの復興財政スキーム（復興財源確保法）
• 復興経費は税外収⼊（歳出削減と国有再建売却）と復興債で調達＋復興増税で償還
※ 復興財源フレームは累次の⾒直しにより15年間で32.9兆円に膨張。
• 東⽇本⼤震災財特法 ＝ 復旧・復興事業の国費率を激甚災からさらに引き上げ
• 復興交付⾦事業 = 地⽅負担分も震災復興特別交付税（震災特交）措置（のちに⼀部地⽅負担を導⼊）

• 国交省直轄パターン調査＋規制緩和＋特例措置 ➡事業ありき復興に誘導
＜主要３事業：防災集団移転促進事業（防集），⼟地区画整理事業，津波復興拠点整備事業＞

国の制度設計の検証と総括，災害復興法制度の抜本的再構築を⾏うことなく，東⽇本⼤震
災以後の災害被災地に犠牲と負担を強いるのは筋違い。



財政審分科会の批判は現政権の主要施策全てに及ぶ
＝アベノミクスの負の遺産と⽭盾の深化

1.主要国を上回る⽣産年齢⼈⼝の急
激な縮退（⾼齢化と⼈⼝減少，
p4）
2.潜在成⻑⼒低迷（p5）
3.積極財政（債務増加）が経済成⻑
とリンクしない（p6）
4.主要国を上回る⺠間投資の低迷
（魅⼒ある投資先がない，p13）

5. 実質賃⾦低迷と労働市場硬直化
（p14）

6. 産業分野への過剰な財政⽀援や
ODAへの警戒感（世界経済の断
⽚化の懸念，pp20-25）

7. ⼈⼝減少の地域的不均衡とイン
フラ整備の費⽤便益低下（pp28-
31）

【財政審分科会資料の主要論点】

主要国を上回
る⽣産年齢⼈
⼝の急激な縮
退（⾼齢化と
⼈⼝減少，
p4）
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潜在成⻑⼒
低迷（p5）
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積極財政
（債務増
加）が経済
成⻑とリン
クしない
（p6）
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主要国を上
回る⺠間投
資の低迷
（魅⼒ある
投資先がな
い，p13）
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資本回転率が主要国で最下
位に。魅⼒的投資先が乏し
いことの表れ

実質賃⾦低
迷と労働市
場硬直化
（p14） ）
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※労働市場の規制緩和
が，労働市場の硬直化を
解消せず，実質賃⾦上昇
にもなんら貢献しなかっ
た



産業分野への
過剰な財政⽀
援やODAへの
警戒感（世界
経済の断⽚化
の懸念，
pp20-25）
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• 半導体分野への過剰な
補助⾦は「国⼒を前提
にすると……主要国と
⽐較しても突出」

• コロナ禍・円安に強い
られた産業⽀援⽀出の
急増

• 両論併記ながら，戦略
的産業⽀援への警戒感
＝世界経済断⽚化の懸
念

国⼒に⽐し
て突出する
半導体⽀援

財政制度審議会財政制度分科会資料，2024年４⽉９⽇，p20



⼈⼝減少の地
域的不均衡と
インフラ整備
の費⽤便益低
下（pp28-
31）
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• 地域格差の拡⼤を与件
として費⽤便益を追求
する限り，「⽴地適正
化」「集約化」「コン
パクト化」は必然

• 「⽴地適正化」「集約
化」インフラ「コンパ
クト化」は⼈⼝減少ト
レンドをさらに加速
➡根本的問題解決に結
びつかない

国⼟強靭化，⼤阪万博，IR誘致，過剰な半導体⽀援から
の転換
•ハコモノ回帰で政府債務を肥⼤さ
せた失政のツケを能登地震被災地
に転嫁
•建設業の供給⼒不⾜は深刻だが，
抑制すべきは，国⼟強靭化，⼤阪
万博，IR誘致や過剰な半導体⽀援
•⽴地適正化・集約化・インフラコ
ンパクト化は，地域不均衡拡⼤ト
レンドをさらに加速
•⽬指すべきは，分散型・循環型・
⾃⽴型共⽣社会

⺠間主導の成⻑ではなく，再分配の機能化こそ

震災 避災地⼈⼝ 摘要 備考
阪神・淡
路⼤震災 3,589,126 兵庫県内被災市区1995年１⽉，推計⼈⼝
東⽇本⼤

震災 2,576,875
被災３県特定区域市町
村2010年10⽉１⽇，国
勢調査

熊本地震 1,779,754 熊本県2016年４⽉１⽇，推計⼈⼝

熊本県は全
45市町村に
災害救助法
を適⽤

能登半島
地震 4,118,058

４県47市町村，2023年
１⽉１⽇または2022年
12⽉31⽇，住⺠基本台
帳⼈⼝

災害救助法
適⽤市町村

主要な震災と被災地⼈⼝


